













たばこ規制の手法は 2 つに大別できる。1 つは価格規制を通して直接的に需要の変化を促
す手法であり、もう 1 つは啓発キャンペーンや受動喫煙防止規制などにより喫煙自体を抑制
する間接的な手法である。後者に関して、日本は 2004 年に「たばこ規制に関する世界保健
































出所：Department of Business Innovation skill（2011b）
RIA の実施状況は国によって異なるが、本論文では RIA に関して多くの経験を蓄積してい
る英国のガイダンスを紹介する (3)。英国では、RIA のガイダンスとして、会計検査院（National 
(1) 英国では 2006 年改正規制改革法により、新たな政策を検討する際、議会にその政策の評価を提出する
ように求めている。
(2) RIA を政策評価に取り入れている国は OECD 加盟国の中で 2000 年から 2012 年にかけて、15 カ国から、
30 カ国まで増加している。
(3) 英国の RIA の歴史に関しては山本（2009）を参照。
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Audit Office : NAO）、ビジネス・イノベーション・技能省（Department of Business 
Innovation and Skill : BIS）の影響評価、ガイダンス (4)、影響評価ツールキットそして、財務省
のグリーンブック（Green Book）とマゼンダブック（Magenta Book）が存在する。BIS と
財務省のガイダンスは相互に補完し合っており、また NAO は各政府機関が実施した RIA を
モニタリングする役割を持っている。
英国のガイダンスでは政策プロセスを①政策作成、②政策オプションの決定、③コンサル









政策プロセスの各段階で RIA がどのような形式をとるのかを見ていく。BIS の影響評価ツー
ルキットでは、RIA を 7 つのステップで実施するように求めている。各々のステップは、ス




ステップ 1 からステップ 3 にかけて重要な点は、検討されている政策が経済的効率性の観
点から望ましいものであるか、つまり規制は「市場の失敗に由来するものなのか」を確認し、
問題の解決が規制以外の手段（自主規制など）では達成できないかを確認することが求めら
れる。また、現状よりも規制過多にならないように (5) 常に現状維持（do nothing）のオプショ
ンを設けるように求めている。RIA の形式の中で最も重要な点は、ステップ 5 の費用と便益
の評価と政策オプションの選定である。このステップでは可能な限り費用と便益を「金銭価
値化」し、費用便益分析を行うべきであるとしている (6)。この定量化の水準は、政策プロセ
(4) 英国では、RIA を影響評価（Impact Assessment: IA）と呼称している。これは RIA の分析手法が、規制
だけではなく政策評価一般へと拡張された結果であるが、OECD はこの IA を RIA として扱っている。











英国では、2006 年の健康法第 1 章第Ⅰ部によって「公共施設での禁煙（以後スモークフ
リーと呼称）」が実施されることとなった。同法が検討された背景は、2004 年の健康選択白















2006 年の受動喫煙に関する RIA は①目的、②背景、③政府介入の根拠、④現状の確認、
⑤便益と費用の定義、⑥政策オプションの設定、⑦費用便益分析、⑧定量化できない影響の
考察、⑨その他の項目、⑩結論という構成になっている。①目的に関しては先に述べたので
省略する。②背景としては、1998 年から 2005 年の間に喫煙率が 4％減少していること (8)、世
界的な受動喫煙規制の広まり (9)、世界保健機構の枠組み規制条約への批准、喫煙・受動喫煙
が死亡や疾患を引き起こしているとの証拠ベースの研究が蓄積されてきたことであるとして
(7) 見直しの段階における政策評価については、Department of Health（2011）， “Post-Legislative Assessment 
of the Health Act 2006”を参照
(8) この間、英国は禁煙リスクに関する自主的なキャンペーンを行っており、その効果として喫煙率が
1998 年の 28％から 2005 年で 24％まで低下したことを取り上げている。













































本節では英国の RIA のガイダンスと受動喫煙規制に関する RIA を紹介し、考察を行って
きた。より詳細なたばこ規制の政策評価の在り方は第 4 節にゆずり、第 3 節では日本での受
動喫煙規制の事例を紹介する。
表 1　英国の受動喫煙規制に関する RIA（単位：100 万ポンド）
健康面の便益 オプション 1 オプション 2 オプション 3 オプション 4
a）受動喫煙による死亡の防止 79 371 0-371 171-271
b）喫煙者の禁煙することによる死亡の防止 800 1780 0-1780 0-1780
c）若年・青年層の喫煙機会減少により回避できる死亡 275 550 0-550 550




20 100 0-100 40-100
e）疾病による欠勤の減少 14-28 70-140 0-140 28-140
f）スモークフリーによる生産性の向上 68-136 340-680 0-680 306-612
g）安全面の便益 13 63 0-63 57-63
h）清掃・維持費の節減 20 100 0-100 90-100
小計（経済面・環境面での便益） 102-184 510-920 0-920 374-3616
総便益 1289-1371 3374-3784 0-3784 2842-3616
年平均費用
i）規制要件の施行 - 0-5 不明 0-5
j）執行コスト - 30 0-20+ 46
k）たばこ産業や小売事業の損失 - 1 不明 1
l）税収の減少 428 972 0-972 859-972
m）たばこ産業や小売事業の損失 43 97 0-97 86-97
o）たばこ休憩による生産性の減少 215 430 0-430 430
p）喫煙継続者の余剰減少 80 155 0-155 155
総費用 766 1685-1690 0-1684+ 1577-1706
総便益 1289-1371 3374-3784 0-3784 2842-3616
総費用 766 1685-1690 0-1684+ 1577-1706
純便益 523-605 1689-2094 0-2100 1265-1910
















しかし、県議会内外の反発が強く、2008 年 9 月には「神奈川県公共的施設における受動
喫煙防止条例（骨子案）」を提出することになり、その性格は禁煙規制から分煙を認めた受
動喫煙規制と大きく方向転換することとなる。このとき、フィリップモリスなどの提案によ










その後、2008 年 12 月に「神奈川県公共的施設における受動喫煙防止条例（素案）」が発表








の対象施設となった。この例外措置のため第 2 種施設に該当する店舗のうち 27000 店舗が例
外措置を受けることとなり、2009 年 1 月から 3 月にかけ、主に例外措置範囲を拡大する緩和
的内容の 3 度の修正を繰り返して 2009 年 3 月に「神奈川県公共的施設における受動喫煙防
止条例」が可決されることとなった。
本法案の政策プロセスの中で RIA は実施されてはいない。日本でも、2004 年に「規制改






















































































×1 人 1 時間当たりの雇用者報酬
×全面禁煙規制実施によるたばこ消費量減少率（％）
この式は、労働者の実質的な労働時間の増加により発生する便益を計算しているが、経
(13) 1 ポンド = 約 133 円で算出
















































順番 便益 禁煙 分煙
1 受動喫煙による死亡の防止 349 214
2 直接喫煙による死亡の防止 17956 -
3 医療費の削減（国庫負担の減少） 3552 -
4 喫煙者の喫煙による疾患の作業時間の削減 783 9
5 喫煙者の喫煙休憩時間の削減 30506 -
6 火災による財産損失・死亡・負傷の防止 55 -
7 たばこのために要する清掃費の削減 × -
小計① 53200 257
順番 損失 禁煙 分煙
8 規制の実施のために要する費用の増加 × 12604
9 規制未実施の施設に対する執行費用の増加 53 53
10 規制実施のために要する教育費の増加 228 228
11 たばこ税収の減少 7242 -
12 たばこ関連産業の売り上げの減少 744 -
13 意図しない結果 - -
14 従業員の屋外喫煙増加による喫煙休憩時間の増加 3390 -
15 顧客の屋外喫煙増加による飲食店の売上の減少 × -
小計② 11657 12885
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